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『国際貿易と直接投資』への書評に応えて
小
?
正 雄
拙著「国際貿易と直接投資」新評論1975に対して，池本清「国民経済雑誌」 1976.2, 関
口末夫「世界経済評論」 1976.1.鈴木克彦「関西大学経済論集」 1976.4.荒木信義「月刊
ェコノミスト」 1976.3. の諸氏から，有益なコメントや批判をいただいたことに，心から
お礼申し上げたい。貴重な御教示をいただきながら，お答えする礼を失していることをお
わびしたい。いずれこれらの諸氏の御批判や，最近の諸研究，例えば池本清「海外直接投
資の理論的分析」 「神戸大学経済学研究年報」 1975,寺崎克志「直接投資を含む貿易の純
粋理論ー小国ケース」 『三田学会雑誌」 1976.1.寺崎克志「直接投資と貿易一代替と補完
」ー 「世界経済評論J1977.3. などをとり入れて，わたくしの分析を再構成したいと考え
ているが，まだ十分なものを作り上げるところまでいっていない。このような状態で，レ
ジョインダーを書くのは好ましいことではないが，しかし余り遅くなるのも失礼になると
思うので．ここでは鈴木氏からいただいたコメントにお答えするという形で，わたくしの
考えをのべておきたいと思う。
2 
鈴木克彦氏は小著を詳細に検討されて，多くの問題点を指摘して下さった。心から感謝
するものであるが，しかしわたくしの説明不足もあってか，若千の誤解もあるように思わ
れる。以下鈴木氏の批判に対するわたくしの反論をのべることにしたい。
まず， Chap.2で，わたくしは outputgeneratedで， wellbehavedな increasing
returns to scaleが，要素比率理論と並んで貿易の原因になりうること，そしてその場
合には要素移動のインセンテイプが生じ，要素移動と貿易が補完的になりうることを明ら
かにした。勿論鈴木氏のいわれるように， factorprice ratioの違いは，ヘクシャー・オ
リーン・モデルで，少なくとも 1国が特化すれば生ずるので， factorprice ratioの違い
が外部経済に特有の問題ではない。しかし一国が特化するためには限界費用が逓減する必
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要があり，それを可能にする 1つの要因をマーシャル的外部経済に求めたのである。もし
これによって，要素比率理論では説明できないような現実の貿易現象が説明できることに
なれば，このようなモデルを考える価値はあるものと思う。鈴木氏も指摘されているよう
に，このようなマーシャル的外部経済が貿易利益をもたらすということは，すでに根岸隆
教授や小島清教授によって指摘されているが，わたくしの強調したい点は， output ge-
neratedな increasingreturns to scaleが要素移動のインセンテイプとなり，これが
独自の利益をもたらすということである。
Chap. 3は何故 secondbestにすぎない関税同盟が選好されるかということを説明す
るには，例えば域内貿易の拡大という non-economicな目的を想定しなければならないと
いうことを明らかにした。鈴木氏は「ここで論じられている自国の行動は，自国の不利益
もかえりみず，パートナーの利益のために行動するという非常に利他的なものである。…
…したがって，論じられている問題が非常に特殊なケースである。……」といわれる。こ
れは鈴木氏の誤解である。われわれは無差別関税よりも関税同盟が選好される現実を解明
しなければならない。この問題を解くカギは， ECの現実がそうであったように，城内貿
易の拡大という non-economicな目的を導入することにある。そしてわたくしは域内貿
易の拡大による利益が，関税同盟の結成によって生ずる交易条件の不利化による損失を上
回れば，自国は関税同盟に入った方がベクーであるということを明らかにしている。その
行動は鈴木氏のいわれるように利他的ではなく，全く利己的である。したがって鈴木氏の
いわれるように特殊ケースではなく，ごく一般的なケースである。
Chap.4低開発国の経済統合の目的は，統合による域内の自由貿易を通じて貿易パター
ンの逆転をはかることであるという，現実の低開発諸国の一般的な動きをモデル化したも
のである。その結果鈴木氏のいわれるように，学問的価値が低下したとは思わない。
次に直接投資を扱った Chap.8,10に対する批判をとりあげる。わたくしは，現実の先
進国間の直接投資の動きから，直接投資を優れた生産技術と，一般的な生産要素としての
資本のパケージしたものの国際的な移動であると考えて，そのような中味を持った直接投
資が，当事国の貿易と厚生水準に与える効果を明らかにしようとした。そのためにまず交
易条件一定の下で，受資国の生産への効果を，リプチンスキー効果と技術進歩による効果
の両側面からとらえ，これに需要側を考慮して貿易への効果を明らかにした。他方投資国
については，技術が公共財的性格を持っているので，資本の流出によるリプチンスキー効
果のみが生産側で生じ，これに需要側を考慮して貿易への影響が明らかにされる。そこで
両国のオフアー・カープのシフトの方向が決まるので，これに直接投資収益のトランスフ
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アーを考慮すれば，受資国の厚生水準の変化の方向が決まることになる。このような考え
方にそくして，いくつかのケースについて整理したのである。
このようなアプローチに対して，鈴木氏は2つの問題点を指摘されている。すなわち，
特殊要素の量をどのようにして測るかということと，直接投資のインセンテイプは何かと
いうことである。
まずわれわれのモデルで，特殊要素量を何で，どのようにして測るかはむずかしい問題
である。 Jones.R, 池本清，池間誠および山田正次氏ら＊のように，労働を shiftableな一
般な生産要素とし，資本を nonshiftableな特殊的要素とすれば，その特殊的な資本の
変化で測ることができるが，われわれの場合，特殊的要素として技術を考えているので，
結局特殊的要素の大きさは，初期の要素価格比率の下で，コストがどれだけ低下するかと
いうことで測るほかはない。鈴木氏は「このような単位コストの低減額は，特殊要素の移
動のみならず，それが引き起こした技術進歩の効果の大きさにも依存し，さらに一般的要
素使用量の非中立的な節約を正しく評価できないので，特殊要素移動量の正しい尺度とは
ならない」といわれる。これに対してわたくしは，特殊要素移動量の大きさは，技術進歩
の大きさに比例すると考えることができ，またフインドレー・グルバートの手法を用いれ
ば，一般的要素使用量の非中立的な節約も正しく評価できるので，特殊的要素量の大きさ
は， isoquantのシフトの方向と程度で測ることができると考える。
次に直接投資のインセンテイプは何かという点については，確かにはっきりしていな
い。これはわたくしのモデルが，資本を一般的な生産要素としている点に原因がある。し
かし，いまある国のある産業で新技術が開発され．その企業が多国籍企業であれば，その
新技術は国内で利用されると同時に，子会社を通じて外国でも利用されるであろう。そし
てその新技術が外国では未開発であれば，その技術の外国での期待収益はかなり高くなっ
ているであろう。また同時に外国でも別の産業において，このような状況を想定すれば，
直接投資の相互交流は，新技術の相互移転という形で立派に行なわれるであろう。わた＜
しは，直接投資の期待収益がそのコストを上回れば，直接投資が行なわれると考えていた
が，ただもう少しモデルをきちんと作って，そのモデルから直接投資のインセンテイプを
* Jones R, • A Three-Factor Model in Trade, Theory and History" in Trade, 
Bolauce of Payments and Growth. 1971 
池本清「海外直接投資の理論的分析」「神戸大学経済研究年報J1975 
池間誠「直接投資ー一つの理論的アプローチ」『世界経済評論』 1974.8.
山田正次「直接投資の貿易効果」『南山論集』 1976.3.
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説明する必要があると考えている。
また鈴木氏は，われわれのモデルは大国ではなく，交易条件を動かせない小国のモデル
だといわれるが， Chap. 10でも述べているように，庫接投資がオファー・カーブのシフ
トを通じて，交易条件を変化させるということを明示している。ただそれが一回限りの分
析にすぎず，交易条件の変化がさらに貿易や直接投資収益に与える効果を分析していない
という欠陥は残されている。
最後にどのような直接投資が望ましいかということを決めるには，直接投資を変数に含
んだ当事国の厚生関数を定義して，厚生分析を行なって直接投資のパターンとその大きさ
を決定しなければならない。 anti-tradebiasな効果をもたらす直接投資は，失業や雇用
問題を伴なうので，直接投資が貿易にどのようなインバクトを与えるかということは大き
な問題である。したがってわたくしは，一定の雇用水準を実現するという制約条件の下で
の厚生水準の最大化問題として解かれるべきではないかと考える。わたくしも Chap.10 
で protradeな直接投資が，受資国の厚生水準を低下させる可能性を持っていることを
指摘しているが，その際直接投資のパターンと大きさを決めるには， このような non-
economicな目的も考慮されなければならなくなると思う。
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ところで最近では庫接投資のエッセンスが，ある産業に特殊的な新技術であるという点
については，かなりの意見の一致がみられているが，しかし考えてみれば，その新技術も
資本や労働によって生産されたものである。そこで仮りにヘクシャー・オリーン・サム工
ルソン的な3財 (2つの最終財と， 1つの新技術） 2要素（資本と労働）モデルを想定
し，さらに現実がそうであるように，新技術の生産における資本・労働比率が他の 2つの
最終財のそれよりも高いときに，新技術の生産の増加が，財価格一定の下で，他の 2財の
生産量にどのような効果を与えるかという問題を考えなければならないであろう。つまり
もし新技術の生産が最も資本集約的であり，またアメリカが資本豊富国であれば，アメリ
カの直接投資の増加，したがって新技術の生産の増加は，アメリカの輸出財の国内生産を
低下させ，輸入財のそれを増加させるので，このような側面から，アメリカの直接投資は
anti trade biasな生産効果をもたらしているかも知れないのである。
小島清教授や，わたくしが行なったように，直接投資が単に受入れ国の比較優位産業に
対して行なわれるか，それとも比較劣位産業で行なわれるかということだけでなく，この
ような側面からの考察も必要となるのではないかと思われる。
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